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近年、猛暑が常態化する中、災害時の避難所
では熱中症対策や停電時の電力確保が重要と
なっている。本町では小学校体育館への空調
設備整備が予定されているが、酷暑と停電が重
なった場合に避難所をどのように運営していく
考えなのか。

  再質問
公共施設の非常用電源の確保や自立運転は

どうなっているのか。

近年、全国各地で大規模災害が発生する中、
断水が長期化すると、飲料水だけでなく、トイ
レや手洗い、清掃などに使う生活用水が不足し、
避難所運営に大きな影響が生じる。町では個人
所有の井戸について協定を結んでいるが、農
業用井戸の活用も含め、災害時の生活用水を
確保する対策をさらに進める考えがあるのか。

  再質問
個人所有の井戸の具体的な運用方法、応急

体制の整備はどのように進められているのか。

町長
町では、指定避難所への空調設備の整備を進めるととも

に、停電時に備え発電機や蓄電池、スポットクーラーなどを
備蓄している。今後は、自主防災会との連携を図り、避難所
開設手順や防災計画、災害対策マニュアルを随時見直し、
ハード· ソフト両面から酷暑時にも避難者の生命と健康を守
る避難所運営に努める。

  企画財政課長
庁舎等は、業務継続に必要な非常用電源を確保しており、

今後、防災の観点から現状を再確認する。学校は空調の更
新時に自立式などの電源確保策を検討する。

町長
町では、家庭での飲料水の備蓄を呼びかけるほか、町と

して飲料水の備蓄と、耐震性貯水槽を整備している。生活
用水は、災害時に利用できる個人所有の井戸を 26 カ所登
録し、地域と連携して活用する体制を整えている。今後は、
町が管理する農業用井戸の活用方法も調査し、断水時の備
えを強化していく。

  企画財政課長
災害時には消防団に情報提供し、区の実情に応じた運用

を行うが、生活用水のためであり、災害状況を確認したうえ
で開放することになる。

井口 　正 議員

井口 　正 議員

酷暑を想定した避難所運営の在り方は

災害断水時の生活用水
確保と井戸の活用を

空調 · 停電対策と地域の連携により、
避難者の生命と健康を守る運営を進める

個人所有や農業用井戸などの活用
方法を調査し、断水への備えを強化する
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町には災害時の情報収集に活用できるドローンがある
が、操縦資格を持つ職員は 1 名に限られている。大規模災
害では道路の寸断などにより、協定先からの支援がすぐに
受けられない可能性もある。被害状況を迅速に把握するた
め、操縦できる職員を増やし、町が自らドローンを活用でき
る体制を整える考えはあるのか。

町長
災害時のドローンは、被害状況の迅速な把握

や復旧・復興など幅広い活用が期待されてい
る。町では民間会社との協定に加え、職員 1 名
が操縦資格を持っている。今後は、国の指針や
町の地理的な特徴を踏まえ、防災体制を強化
するため、職員等のドローン操縦資格の取得に
向けた制度づくりを進める。

石原 高明 議員

災害時の無人航空機の操縦資格取得養成
制度及び運用を

災害時のドローン活用に
向け、操縦資格取得を支援
する制度づくりを進める

町では農家の高齢化や担い手不足が進み、
農薬や肥料の散布などが大きな負担となって
いる。農業用ドローンは作業の効率化や負担軽
減に有効だが、個人での導入は費用面などで
難しい。町でドローンを購入して貸し出すほか、
操作技術の習得費用を助成し、運用を支援する
体制を整える考えはあるか。

町長
農業用ドローンは、農薬散布などの負担軽減や作業の効

率化が期待できる。一方、購入・維持費や安全管理などの
課題があり、利用見込みや費用対効果の検証が必要とな
る。今後は、他自治体の事例や国・県の補助制度を調査し、
農業者や JA、民間事業者との役割分担を踏まえ、町に適し
た支援策を検討する。

石原 高明 議員

スマート農業技術による農業振興への
取り組みは

農業用ドローンの効果と課題を検証、
町に適した支援策を検討する

町では、審議会やアンケート、パブリックコメントなどを
通じて町民の意見の把握に努めている。地域の生活様式
が多様化する中、計画や政策を作り始める段階から、幅広
い町民が参加する仕組みが必要だと考える。現在、計画
や政策の初期段階で町民の意見を取り入れるため、どの
ような取組を行っているか。また今後、政策形成の初期段
階から、町民参加の仕組みを充実させる考えはあるのか。

  再質問
政策形成の初期段階から幅広い町民の声を取り入れる

ため、公募や無作為抽出による町民参加を導入する考え
はあるか。

町長
アンケートや説明会、ワークショップなどを通

じ、町民の意見を各事業に反映している。町民
参加の時期や方法は、政策形成の初期段階に
限定せず、事業の性質や進捗に応じて判断す
る。今後も審議会やパブリックコメント、「一人
の声」など多様な機会を活用し、幅広い世代や
立場の声を聞き、対話を重視した町政運営に取
り組んでいく。

  総務課長
他自治体の取組を参考にしながら、事業や計

画の内容に応じた町民参加のあり方を研究す
る。

植竹 由美 議員

町民が行政と共にまちづくりを進める
仕組みは

事業の性質に応じて幅広い
町民の声を聞き、多様な意見
を生かした運営を進めていく

円安や国際情勢の影響で、肥料や農薬などの農
業用資材が値上がりし、農家の経営を圧迫してい
る。町では資材購入費や生分解性マルチへの補助
を行っているが、価格上昇が続き、収益だけで負担
を吸収することは難しい。農家の経営規模や負担
の増加に応じ、補助率や上限額を引き上げる考え
はあるか。

町長
農業用資材の価格高騰による農家の負担を軽減する

ため、町では国の交付金終了後も農業用資材価格高騰
対策支援補助金を継続し、生分解性マルチへの補助も
実施している。補助率や上限額の引き上げは、資材価格
の動きや農業者への影響、利用状況などを踏まえて検
討し、今後も農家の声を聞きながら経営安定に必要な
支援策を検討していく。

石原 高明 議員

農業用資材価格高騰対策の補助率と
上限額の拡大を

資材価格や農家への影響を見極め、
補助拡大を含む経営支援策を検討
していく
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Ananaho ユナイテッドパーク（押原公園）は、町民の憩い

やスポーツ、イベントなど幅広く利用されているが、雨や
猛暑の影響を受けやすい。ステージ側広場に屋根を設けれ
ば、休憩やイベントに活用でき、災害時には待機場所や救護
活動などにも役立つ。天候に左右されず多世代が安心して
利用できる屋根付きの多目的スペースを整備する考えはあ
るか。

町長
nanaho ユナイテッドパーク（押原公園）は、

スポーツや福祉、防災の拠点として幅広く利用
されている。ステージ側広場への屋根設置は、
雨や暑さへの対応、イベントや災害時の活用な
どの効果が期待できる。一方、人工芝の張り替
えなど他の検討課題もあるため、利用者の要
望やイベントの開催状況を見ながら、防災面の
観点からも屋根施設の必要性や方策について
調査・検討していく。

野沢 敬夫 議員

平常時から災害時まで活用できる押原公園の
屋根付き多目的スペース整備を

老朽化や被災リスクを総合的
に評価して計画に反映し、安
全性と持続性の確保に努める

町の入札では、参加者が一者のみとなる案
件や、予定価格に近い金額で落札される案件
が見られる。税金を有効に使うためには、複数
の事業者が参加しやすい競争環境が重要であ
る。一者応札となった原因を検証し、参加条件
の見直しや必要に応じた再公告など、入札の公
平性・透明性・競争性を高める仕組みを整え
る考えはあるか。

  再質問
入札検討委員会の構成メンバーは副町長を

委員長として庁内関係課長・係長で構成して
いるが、入札における公平性・透明性を確保す
るためにも学識経験者等外部の者を構成メン
バーに加える考えはないのか。

町長
一者応札は、参加条件だけでなく、人手不足や資材価格、

事業者の受注状況など複数の要因が影響していると捉えて
いる。町では、入札検討委員会で原因や参加条件を検証し、
結果を次回以降の発注に反映している。条件の見直しで複
数の事業者の参加が見込める場合は、再公告も含めて対応
し、競争性の確保につなげていく。

  総務課長
外部の有識者を加えることに

関しては、より客観的な視点を
取り入れ、公平性・透明性を高
めるという観点から、今後、他
自治体における参画状況・運
営方法など参考にし、委員会の
在り方について研究していく。

野沢 敬夫 議員

入札制度の公平性・透明性・競争性を高める
仕組みの整備は

発注条件の見直しや再公告も
含め、競争性のある入札制度の
運用を進める

不登校を防ぐには、子ども同士が互いを尊重し、安心して
過ごせる学校・教室づくりが重要である。そのためには、教
員が一人一人を温かく受け止め、学ぶ楽しさや達成感を得
られる環境を整える必要がある。子どもたちが「学校が好
き」と思える環境をつくるため、学校や教員にどのような姿
勢や取組が求められると考えるか。

教育長
不登校を防ぐには、子どもが安心して過ごせ

る環境と、教職員との信頼関係づくりが重要で
ある。町では、子どもの小さな変化を早期に把
握し、一人一人に寄り添った支援を行うととも
に、教職員が子どもと向き合える環境づくりを
進めている。今後も「学校が好き」「学校に行
きたい」と思える学校づくりを進め、不登校の
未然防止に取り組む。

河住 保茂 議員

不登校を生まない学校に求められる
姿勢は

「学校が好き」と思える環境
を整え、不登校の未然防止
に取り組む

大規模地簑や豪雨が相次ぐ中、町では強い揺れに加え、
液状化による下水道管の浮上 · 破損やマンホールの隆起な
ども想定される。下水道施設の老朽化対策だけでなく、災
害時の被害リスクも評価し、危険度の高い箇所を把握した
上で、優先的に耐震化や更新を進めるリスクベースのストッ
クマネジメントを導入する考えはあるか。

町長
町では、地震や液状化による下水道施設の

被害が町民生活や衛生環境に影響するため、
強靱化に向けた備えが必要と認識している。今
後は、施設の重要度や老朽化の状況、地震 · 液
状化による影響や被災リスクを総合的に評価
し、その考え方を計画に反映するとともに、安
全性と持続性を重視した機能確保に努める。

今村 　力 議員

大規模災害に備え、被災リスクの高い
下水道施設の耐震化の考えは

老朽化や被災リスクを総合的
に評価して計画に反映し、安
全性と持続性の確保に努める

10 11やまなし 議会だよりしょうわ No.211
令和８年10月２０日発行

やまなし 議会だよりしょうわ No.211
令和８年10月２０日発行



一
般
質
問

Q
A

Q
A

Q
A

Q
A

一
般
質
問

風土伝承館  杉浦醫院

町内の生活道路には、一時停
止の規制がなく、道幅が狭いな
ど出会い頭の事故が起きやすい
交差点が多くある。停止義務は
ないものの、運転者に一時停止
や安全確認を促す「指導停止線」
は事故防止に役立つと考える。
歩行者や自転車、自動車の安全
を確保するため、危険な町道の
交差点に積極的に設置する考え
はあるか。

町長
指導停止線は停止義務はないものの、交差

点で安全確認を促す効果があり、町でも交通安
全対策の一つと考えており、実績もある。設置
は、警察などと協議し、事故の発生状況や道路
の利用状況、交差点の形状などを踏まえて判
断する。今後も関係機関と連携し、指導停止線
を含めた効果的な交通安全対策を進めていく。

長田 信夫 議員

危険な町道交差点へ交通事故を防ぐ
指導停止線の設置を

関係機関と連携し、危険箇所
への指導停止線設置など
交通安全対策を進める

市街化調整区域内では住宅が増えている地域がある一
方、公共下水道整備区域外では、各戸で合併処理浄化槽を
設置または、自費で公共下水道に接続して汚水を処理して
いる。今後の住宅増加も見据え、下水道の延伸だけでなく、
町が整備・管理する浄化槽やコミュニティプラントも含め、
地域の状況に応じた最も合理的な汚水処理方法を検討する
考えはあるか。

  再質問
公共下水道整備区域外では、各戸が合併処理浄化槽の設

置・維持管理費を負担しており、区域内外で生活排水処理
に係る費用負担の内容や方法が異なっている。公共下水道
の恩恵を受ける住民と浄化槽を設置しなければならない住
民とで格差が生じている。

国・県の支援制度や県内市町村の実施状況を踏まえ、公
平性確保のため補助金制度などの支援を設ける考えはある
か。

町長
町では、市街化調整区域で住宅が増えてい

る地域があることを把握しているが、まずは計
画区域内の公共下水道整備を着実かつ迅速に
進め、未計画区域では各戸が合併処理浄化槽
を設置することにより対応している。今後は、
住宅の立地状況や土地利用、整備の効率性な
どを踏まえ、未計画区域に最適な汚水処理方
法を調査研究していく。

  下水道課長
区域外の住民と下水道利用者では負担の

内容や方法が異なると認識しているが、整備 ·
維持管理や費用負担の仕組みが異なるため、
個々の負担額だけで公平性を一律に判断する
ことは難しい。今後は下水道整備を進めつつ、
住宅立地などを見極め、計画の見直しを含め、
地域に適した汚水処理方法を調査研究する。

今澤 幸広 議員

市街化調整区域における最適な
汚水処理の在り方は

公共下水道事業計画に基づく整
備を優先し、未計画区域に最適
な汚水処理方法を調査研究する

9 月定例会の閉会にあたり
昭和町は、町制施行以来55年間、人口が増え続けています。
これは大変ありがたいことですが、人口が増えている今だからこそ、将来を考えておくことが大切です。
「元気な今だからこそ、次の世代のために何をなすべきか。」
このことを議会として常に考え、町民生活を第一に、議論を重ねていきたいと思います。
議会にはさまざまな考え方があります。時には意見がぶつかることもあります。
しかし、「昭和町をもっと良くしたい」という思いは一つです。
これからも大いに議論し、その議論を町民の皆様の暮らしにつなげていただきたいと思います。
また、今定例会では、塩澤町長から、継続を力とし、責任を持って町民の負託に応えていく
との所信が表明されました。執行部の皆様には、議会で出された意見を今後の町政に生か
していただくことをお願い申し上げます。

昭和玉穂中央通り線は、町の南北を結び、リニア中央新
幹線山梨県駅へのアクセスや周辺地域との交流を支える重
要な道路である。第 1 工区は用地取得が約 9 割まで進み、
リニア開業に向けた県内工事も進んでいる。町のさらなる
発展につなげるため、第 1 工区の完成時期と、第 2 工区を
含む全線開通をどのように考えているか。

町長
リニア中央新幹線山梨県駅は 2031 年 12

月の完成が予定されている。町では山梨県駅
へのアクセス向上を図るため、昭和玉穂中央通
り線の整備を進めており、第 1 工区は令和 10
年度末の完成を目指している。その後、第 2 工
区へ移行し、全線の整備完了を目指す。

永井 敏男 議員

昭和玉穂中央通り線の全線開通に
向けた町の考えは

山梨県駅へのアクセス向上
のため、全線整備を目指す

風土伝承館 · 杉浦醫院は、地方病克服の歴史や先人の努力
を伝える国の登録有形文化財であり、次世代へ継承すべき貴重
な施設である。現在、町では保存 · 活用に向けた計画づくりを
進めているが、文化財としての価値を守りながら、今後どのよう
な方針で計画を策定し、施設を整備 · 活用していくのか。

教育長
風土伝承館・杉浦醫院は、令和 13 年度

の利用開始に向け、保存活用計画の策定
や設計、改修工事を順次進める。主屋と屋
敷蔵は、地域文化の発信や町民のコミュニ
ティスペースとして活用する方針である。
文化財としての外観や内装の特徴を残しな
がら耐震性を高め、国・県や専門家と連携
して保存と活用を進めていく。

保坂 貴子 議員

風土伝承館 · 杉浦醫院の保存 · 活用に向け
た計画と今後の整備は

文化財としての価値を守り、
地域文化と町民交流の拠点
として整備を進める

議長　海野　豊
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９月定例会で決まったこと
　令和８年第3回定例会は、９月３日から９月17日まで15日間の会期で開催しました。
　専決処分2案件、条例改正5案件、決算審査６案件、補正予算５案件、その他５案件、
人事案件１案件の計24案件を審議しました。

詳細は12月末更新のＨＰの会議録をご覧ください。
案 件 名 審議結果

専決処分 ●和解及び損害賠償の額を定めることについて　
●令和8年度昭和町一般会計補正予算（第3号）について 承認

条例改正

●昭和町カスタマーハラスメント防止条例制定の件　
●昭和町特別職等の委員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例中改正の件
●�昭和町議会議員及び昭和町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例中改正

の件
●昭和町使用料徴収条例中改正の件
●昭和町議会基本条例中改正の件

可決

決算審査

●令和7年度昭和町一般会計歳入歳出決算の認定を求める件（総額112億5,881万円）　
●令和7年度昭和町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定を求める件
　（総額17億3,676万円）
●令和7年度昭和町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定を求める件
　（総額2億9,403万円）
●令和7年度昭和町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定を求める件
　（総額11億1,723万円）
●令和7年度昭和町介護サービス特別会計歳入歳出決算の認定を求める件
　（総額3,054万円）
●令和7年度昭和町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定を求める件
　（収益的支出7億1,032万円・資本的支出5億1,143万円）

認定

補正予算

●令和8年度昭和町一般会計補正予算（第4号）について
　（5億2,945万円（基金への繰入れを含む）増額し、総額を115億9,333万円とするもの）
●令和8年度昭和町国民健康保険特別会計補正予算（第1号）について
　（862万円増額し、総額を18億4,132万円とするもの）
●令和8年度昭和町後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）について
　（105万円増額し、総額を3億145万円とするもの）
●令和8年度昭和町介護保険特別会計補正予算（第2号）について
　（3,209万円増額し、総額を12億6,258万円とするもの）
●令和8年度昭和町介護サービス特別会計補正予算（第1号）について
　（歳入科目の変更のみで、総額に変更なし）

可決

その他

●令和7年度昭和町下水道事業会計利益剰余金の処分について
●中央市の一部地域に昭和町公共下水道を利用させることに関する協議の件
●甲斐市の一部地域に昭和町公共下水道を利用させることに関する協議の件
●2ndGIGA端末更改に伴う機器購入契約締結の件
●�子どもたちのゆたかな学びと、学校の働き方改革を実現するための教職員定数改善及び

義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見書

可決

人事案件 ●昭和町監査委員の選任について
　鷹野勝己氏（紙漉阿原） 同意

（全て全会一致）

８月臨時会で決まったこと
　令和８年第2回臨時会は、8月12日に開催しました。
　契約関係3案件、補正予算１案件の計4案件を審議しました。

案 件 名 審議結果
議案第２０号 ●昭和町立西条小学校体育館空調設置及び断熱性確保工事請負契約締結の件 可決
議案第２１号 ●昭和町立常永小学校体育館空調設置及び断熱性確保工事請負契約締結の件 可決
議案第２２号 ●昭和町立押原小学校体育館空調設置工事請負契約締結の件 可決
議案第２3号 ●令和８年度昭和町一般会計補正予算（第２号）について ※可決

※議案第２３号の賛否
井口　正 議員 ○ 野沢敬夫 議員 × 小林耐三 議員 ○ 永井敏男 議員 ○
今村　力 議員 ○ 金丸富一 議員 × 保坂貴子 議員 × 泉　敏弘 議員 ○
石原高明 議員 ○ 植竹由美 議員 ○ 長田信夫 議員 × 河住保茂 議員 ×
今澤幸広 議員 ○ 海野　豊 議長は採決に加わっていません。

議案第２３号に対する賛成討論・反対討論（反対者から交互に討論します。）

原案に反対

・野沢敬夫議員

　「令和8年度物価高騰に伴う住民税非課税世帯支援事業」

について、物価高騰の影響を受けている生活困窮者を支援

するという事業の趣旨そのものに反対するものではないが、

今回の制度設計については、公平性や町の一般財源の有効

な活用という観点から、十分に検討されたものなのか疑問

がある。

　山梨県が予定している令和8年度のLPガス支援において、

住民税非課税世帯に1万円を支給するから、昭和町も同額の1

万円を支給するのでは十分な根拠とは言えない。また、「住民

税非課税世帯」についても、世帯人数による不公平が生じる。

　1人世帯に1万円を支給すれば1人当たり1万円だが、4人

世帯では1人当たり2,500円で、同じ非課税世帯であっても、

世帯人数によって実質的な支援額には大きな差が生じる。

　今回の支援の必要性を否定するものではないが、現状の

制度設計には問題があり、十分な検討がなされたとは考え

られないため、本議案に反対し、修正案を提出する。

原案に賛成

・永井敏男議員

　食料品や日用品、光熱水費など生活に欠かせない物価が

高止まりしており、特に非課税世帯の家計には大きな影響

を及ぼしている。食料品や光熱水費など生活に必要不可欠

な支出への支援を必要とする世帯へ、できる限り早く給付

を行うことが重要であると考える。

　今回の制度設計は、迅速性と事務の確実性を踏まえた実

効性の高い方法であると考え、原案に賛成する。

修正案に賛成（原案に反対）

・河住保茂議員

　生活困窮者を支援するという事業の趣旨には賛成だが、

給付方法については、より公平で、より効果的な制度に見直

す必要があると考え、修正案に賛成する。

　住民税非課税世帯には、1人暮らしの世帯もあれば、2人、

3人、4人と暮らす世帯もある。単に早く配ることだけを優

先するのではなく、誰に、いくら、どの単位で支給すること

が最も公平なのかを議論することが、議会の役割であると

考える。

　以上の理由から、私は現行の「1世帯一律1万円」ではなく、

「非課税世帯の構成員一人当たり5,000円」とする修正案に

賛成する。

原案に賛成

・泉敏弘議員

　物価高騰が長期化し、家計への負担は依然として大きい

状況にある。本年３月に全世帯及び全町民を対象とした給

付を実施し、さらに高齢者やひとり親世帯への追加支援も

行った。今回の事業は、物価高騰の影響を、より受けやすい

住民税非課税世帯に対象を絞り、重点的に支援しようとす

るものであり、１世帯１万円という金額についても、食料品

や光熱水費など、日々の生活に必要な支援の一部を支える

ものとして、一定の効果が期待できる。

　必要性、対象及び給付額についても妥当なものと判断し、

原案に賛成する。
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（委員：対象委員会所属議員　議員：傍聴議員）

内水氾濫

町道７号線

ブの利用が全国的に約6割の自治体で対象とされる
状況を踏まえ、昭和町の方針と今後の対応は。
塩谷子育て支援課長　育児休業取得中は、原則と
して退室する要件を設けているが、これまでも保護
者の心身の状況や家庭環境を確認する中で、継続
利用を希望する場合は柔軟に対応してきた実績が
ある。来年度からは、育児休業取得を理由とする退
室要件を廃止する方向で進めている。

共同所有の農業用車の管理補助

永井委員　新規に農業を始める若い人や、小規模
生産者が機械化を進める必要があるが、農事組合
や町の仕組みで1台または2台のトラクターを共同利
用できる体制をつくり、その購入に対して町が補助金
を出すことは可能か。
阿部環境経済課長　過去に5世帯ほどが、共同で
使うことがあったと聞いているが、使用時期が重なり
運用がうまくいかなかったようだ。このことを踏まえ今
後検討したい。
泉委員　組合のような組織を作り、組合内で作付け
計画を立て、使用が重ならないよう運用ルールを整備
したうえで、トラクター購入に対して補助金を出すこと
は可能か。
阿部環境経済課長　県のスマート農業関連事業に
該当するかどうかを確認するとともに、県の補助は大
規模圃場や認定農業者、複数の個人が集まって組
合を作る単位を対象にしており、個人単独への補助
は想定されていないと認識している。三人程度の小
規模な共同では補助対象になるか不明なため、その
点も含めて県の制度を確認しながら検討したい。

常永小学校の和式トイレから洋式トイレへの改修

海野委員　先日のこども議会においても、こども議員
から要望があったように、常永小学校における和式ト
イレの洋式化への改修について教育委員会ではど
のように考えているのか。
内藤学校教育課長　令和5年度の文部科学省の小
中学校におけるトイレの洋式化の状況の集計による
と、昭和町は76.3%で全国・県平均を上回っている。
和式トイレについては、洋式が利用できない子どももい
るため一部残す必要があるが、各学校へ調査を行
い、必要に応じて整備していく。

４校合同引き渡し訓練の結果

保坂委員　町内4校で実施された避難所開設と保
護者への児童引き渡しの合同訓練について、実施
後に行ったアンケート調査の検証結果は。また、その
検証から導かれた今後の課題や解決策について具
体的に説明を求む。
内藤学校教育課長　引き渡し訓練後のアンケートで
の意見を反映した「令和8年度臨機応変しなやか引
き取り指針」を町ホームページに掲載した。兄弟姉
妹の引き取り順や実施時期などの課題が挙げられた
ため、引き取りは「上級学年からを基本」とし、実施
時期などについては来年度に向けて検討していく。

図書館施設の拡充

井口議員　開館から蔵書充実に努めているが、蔵
書の増加で書架が館内の多くを占め、利用者のため
の空間が狭くなっていると感じる。近年の図書館は
本を借りるだけでなく、人が集い過ごす場へ役割を
広げつつある。そこで二点伺う。まず、くつろげる空
間や飲食可能なスペースの設置、授乳スペース等や
暑さ対策を含めた施設の充実について、現時点でど
のような検討が行われているのか。また、増加する書
架について、今後どのように蔵書や書庫を管理してい
く考えか。
花形生涯学習課長　図書館施設の拡充について
は、現状の建物のスペースに限りがあるため、現時
点では新しいスペースを設けることは難しい状況であ

（委員：対象委員会所属議員　議員：傍聴議員）

9月定例会委員会質疑
議会だよりではスペースの都合上、審議した議案や質問・答弁の内容を
要約して載せています。会議の内容は、会議録に詳細に記録されてお
り、ご覧になりたい方は議会事務局までお問い合わせください。

生活道路・センターライン表示と速度規制

小林委員　センターラインの有無がはっきりしない生
活道路について、どのような対策をとるのか。
泉委員　センターライン表示のない生活道路に路面
表示で『30』と明示するなどの対策を行ってはどうか。
伊藤建設課長　現地確認を行い、交通安全担当と
連携して「センターラインの有無」と標識との整合性
を検証する。必要があれば速度表示や標識整備を
含めた具体的対策を実施する。
野沢議員　町道7号線において、センターラインを消
し、歩道を広めにとれば生活道路になるのではない
か。通学路として使用される道でもあるため、早急の
対応が必要ではないのか。
伊藤建設課長　町道7号線において、すでにセン
ターラインが入っているため、時速60キロでの走行が
認められる道路である。しかし、1部区間通学路とし
て指定されているため、安全面の対応として、地区
役員、学校関係者、関係部署と協議を重ねて検討し
ていく。

内水氾濫による浸水リスクの把握

今村議員　本町における内水氾濫による浸水リスク
の把握について説明と対応を求める。具体的には、
本町が令和6年4月に改定した洪水ハザードマップに

加え、内水氾濫を想定したハザードマップを作成また
は公表する考えはあるか。
伊藤建設課長　内水氾濫は全国各地で発生してお
り、集中豪雨や線状降水帯によって内水が発生する
ことがあるため、内水氾濫を可視化する必要がある
と考えているが、必要性を精査し検討する。

nanahoユナイテッドパーク押原の修繕

海野議員　新たな財源が確保されたので、日よけの
色あせや遊具の老朽化など、子どもたちが安全に遊
べない状態になっている箇所について、当局は管理
者に対して指導・修繕を促すべきではないか、その
点について見解と対応方針は。
清水都市整備課長　修繕を含む管理は指定管理
者が実施しており、町でも担当者が現地で修繕箇所
の確認を行っている。管理者とは毎月調整会議を開
き、修繕要請をし、情報共有や意見箱への対応も管
理者と連携して行っている。今後も緊急性を考慮し
て、確認しながら修繕を進めていきたいと考えている。

育休取得時の放課後児童クラブ退室の         
取り扱い状況

野沢議員　育児休業取得時の放課後児童クラブの
扱いについて、「労働等」の要件に関し、国より保護
者の育児休業期間も含め、柔軟な対応をしてよいと
の通知が示された。育休期間中の放課後児童クラ

産業厚生常任委員会 今澤委員長今澤委員長

総務教育常任委員会 今村委員長今村委員長
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る。また、蔵書については書架の配置を工夫しなが
ら管理を行い、資料廃棄規程に基づき除籍した書籍
については、ブックフェアの際に希望者や各児童館
へ提供する運用を行っている。

町立温水プールの受付カウンターに　　　　　
防犯カメラの設置を

今澤議員　町立温水プール混雑時などは、受付カ
ウンターで職員に対して暴言を吐く利用者がいる。ま
た、職員が利用の仕方を注意しても聞き入れない利
用者もいると聞いている。受付カウンターに防犯カメ
ラを是非、設置してほしいとの要望がある。カスタマー
ハラスメント条例も整ってくるが担当課はどのような考
えか。
花形生涯学習課長　防犯カメラの設置については
検討する方向で進める。具体的な対応や実施は総
務課と連携して進める必要がある。

子育て支援センターの用地買収

海野委員　長期借入で用地を購入する代わりに、
すでに昭和町が保有している基金を取り崩して購入
資金に充てることはできないのか。借入を行うと利子

負担が発生するため、将来の利子負担を避けるため
にも手元の基金を活用すべきではないか。
望月情報施設課長　基金を利用するかどうかは財
政担当と相談した結果、今回の案件では用地購入
費に対して公債費を充てる方が適切だと判断した。

防災訓練の高校生参加を

植竹委員　地区防災訓練で、中学生が積極的に参
加し地域防災活動に好影響を与えた一方、高校生
は不参加であった。参加を促す仕組み（例えば高校
生防災サポーターの役割設定、参加証明の発行、ボ
ランティアとして評価する仕組み）を町として構築して
はどうか。
今村企画財政課長　学校ごとに事情が異なるた
め、町として高校生にボランティア参加を強制するの
は難しい。高校生団体等からの地域貢献の要望が
あれば区と協議の上で対応を検討できる。安全管
理・責任ルールの準備が前提となる。

本町提携保養所の利用助成額の見直しを

今澤議員　物価高騰に伴い、現行の助成額では制
度の利用促進効果が十分に発揮されていないので
はないかという意見がある。多額の予算を必要とす
るものではなく、町民に対してのことなので喜ばれるこ
とだと思う。議会で一般質問したが、その後、具体的
な検討を進めているのか。また、どのような調査を行っ
たのか。
三井総務課長　保養所の助成金の具体的な金額
についてはこの場で示すことはできない。現在、行財
政改革大綱の見直し作業を進めており、助成金の具
体的な額や助成制度の詳細についての議論にはま
だ至っていない。見直しを進める過程で助成金の方
向性も含めて検討していきたいと考えている。

（委員：対象委員会所属議員　議員：傍聴議員）

総括的には、適正なる行政運営が行われているが、歳
出面では、社会保障費の増加や福祉施設の整備をはじ
めとする公共施設の再編に伴う施設整備費など、新た
な行政需要がでてきている。このため、今後、厳しい財
政運営が予想されるが、町民福祉の維持向上に取り組
みながら、適正な事務量の配分となるよう行政改革を
推進し、効率的・効果的な行財政運営及び健全な財政
の維持に努められることを期待する。

令和7年度歳入歳出決算を認定！
　令和7年度一般会計決算と国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険・介護サービスの各特別会計
決算及び下水道事業決算に関し、7月21日から8月6日までのうち11日間で、小林一(こばやしはじめ)
代表監査委員と小林耐三（こばやしたいぞう）監査委員による歳入歳出決算審査を行い、9月定例会に
おいて、代表監査委員から、各決算ともに適法かつ適正に処理されているとの報告がありました。
　以下、監査委員からの指摘事項を要約しています。

成果評価 事務事業は総じて順調な成果を収めていると認められた。

経常収支比率 84.9％と令和6年度の86.8％から1.9ポイント減少しているが、適正水準を超えてい
るため、引き続き、適正水準維持への努力が求められる。

歳入状況 町税全体では、令和6年度より約2億16万円の収入増。償却資産の減収が大きいが、個
人町民税及び法人町民税ともに増収が顕著であり、ふるさと納税でも大きな増収と
なっている。機構改革が大きな要因となっていると思われる。

収入未済額 一般会計は減少しているが、特別会計は増加している。引き続き収入未済額の事務処
理については、適切な対応を行ってほしい。

不納欠損処理額 公平公正の面からも、法令の規定に基づき、適正に手段を尽くされるよう要望すると
ともに、消滅する債権については、経過を詳細に記録した資料をもとに決裁を受け、適
切に処理を行うようお願いする。

歳出の効率化 効率的な執行に努めるとともに、補助金に関しては、担当課において実績報告書や証
票書類等に関し精査を行い、適切な補助事業の執行とともに、その必要性や再編成に
ついても検討してほしい。

事業の進捗 労務単価が増加傾向にあるため、適正な積算を行うとともに、専門的な知識を有する
職員の育成にも努めてほしい。事業執行にあたっては、費用対効果を十分に検証して
ほしい。

下水道事業 公営企業会計は、専門的知識が必要となってくるため、複式簿記や発生主義に関する
理解を深め、事務執行に誤りの無いよう努めてほしい。

教育委員会 職員室の環境について引き続き検討が必要。また、老朽化に伴う小中学校の空調設備
の改善が必要と思われる。

公共施設の再編 可及的速やかな対応と、再編案の策定にあたっては、国・県の補助金等を有効に活用
するようお願いする。

小林 耐三 監査委員小林　一  代表監査委員
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学校教育課
成　果

▶�教育支援センターを町単独設置し、町内児童生徒の環境整備を行う
▶�押原・西条小学校の体育館照明LED照明化することで消費電力

削減が図れた
今後の取組と課題

▶�町内3小学校の体育館の空調設備の導入について推進する
▶�施設の老朽化、経年劣化に伴う修繕について年次計画により取組む

いきいき健康課
成　果

▶�子育て短期支援事業にて7月よりショートステイ里親の
実施

▶歯周疾患検診の対象年齢を若い世代に拡大実施
▶妊婦のための支援給付の現金給付を適切に実施

今後の取組と課題
▶�妊娠中から産後の母親、子供への切れ目ない支援を行っ
ている。また、個々の課題が複雑化、多様化しているため
他機関との連携や家族全体の支援が必要となっている。

▶�特定健診・がん検診の結果フォローを根気よく行うよう
取組む

福祉介護課
成　果

▶加齢性難聴者補聴器購入費補助制度の実施

今後の取組と課題
▶�民生委員児童委員のなり手不足の解消のための施策に取
組む

▶�温泉施設等をはじめとする施設・機材の老朽化に伴う大
規模改修の検討

▶�エネルギー価格、物価高騰における低所得世帯への生活
費支出増加による生活維持への対応について取組む

子育て支援課
成　果

▶�子育て支援センター建設に向け、建設委員
会の立ち上げ、基本計画の策定

今後の取組と課題
▶�子育て支援センター整備に向けた実施設計
の迅速化に努める

▶�旧鮎川邸のファミリーサポート事業に対す
る課題へ取組む

環境経済課
成　果

▶�生ごみ処理機の商品購入補助金支給に伴い
生ごみ量・水分を含んだゴミの減少につな
がる

▶�補償井戸の修繕を行い、ポンプの出力を抑
えることにより今後の使用電気料削減

▶�再配達削減推進事業費補助金（宅配ボック
ス補助金）を交付

今後の取組と課題
▶�資源物回収等の啓発、リサイクルに努め、
ゴミの減量化に取組む

▶�引き続き農業用資材物価高騰対策補助金、
農業振興地域農地保全助成金等の交付を行
い農業者の支援に取組む

建設課
成　果

▶�昭和玉穂中央通り線道路新設事業の進捗率約54％、用地取得率
86％となる

▶�町道124号線道路改良事業の進捗率全体事業の約62％ 町単独用地
取得100％となり県道関連の事業用地を含むと全体の86％となる

今後の取組と課題
▶�昭和玉穂中央通り線道路新設事業は当初計画より若干遅れているが令
和8年度に用地買収100％を目指す

▶�町道124号線道路改良事業は令和8年度に完成、令和9年度に共用開始
を目指す

生涯学習課
成　果

▶�図書館の開館35周年に合わせて昭和町出身者の声優を講師に招き
文化講演の開催

▶�杉浦醫院の整備計画等の検討を行い、今後の改修に向けた町の方針を
決めた

今後の取組と課題
▶�施設の有効活用のため釜無工業団地公園管理棟の改修の検討
▶�温水プールのランニングコストの抑制を図る為指定管理制度の導

入の推進

下水道課
成　果

▶下水道施設の機能維持と向上に努めた

今後の取組と課題
▶�老朽化や更新需要を踏まえ、計画的な施設
整備、及び更新を推進する

決　算　審　査

決算概要説明書（決算シート）
による審査に変更
　令和７年度分の決算から、決算審査に使用
する資料が決算概要説明書（決算シート）に
変更になりました。
　これにより、事業の成果、予算の執行状況、
課題が明確になりました。

議会事務局
成　果

▶�「昭和町議会における生成AI活
用ガイドライン」策定
▶�議会だよりの208号より町広
報に合わせ、縦書きから横書き
に対応のため右とじから左と
じにし、町民にわかりやすく伝
えるように変更

今後の取組と課題
▶�議会改革をはじめ、社会情勢の
変化に合わせた仕組みを実施
し、議会の役割を果たしていく

税務課
成　果

▶�税負担の公平性を確
保する為、滞納分に
伴う徴収等を実施

今後の取組と課題
▶�税の啓発に努め、納
税に対する理解と意
識向上を図り、今後
も各種資料等に基づ
き、適正かつ公平な
賦課に努める

企画財政課
成　果

▶�常永駅利便性向上のため駐輪場整備（R８．３月供用
開始）

▶消防団家族等ねぎらい事業の創設
▶�災害時トイレ環境の強化のため自動パック式トイレ
の購入、各区配布

▶区加入促進のためパンフレット制作と全戸配布
▶自転車青切符制度の導入に伴い、周知と街頭指導

今後の取組と課題
▶�交通安全協会・各区・通学路点検からの要望に基づ
いた安全対策への取組

総務課
成　果

▶�職員が安心して働くことが出来る職場環境の整備のため「昭和町
長及び職員のハラスメントの防止等に関する条例」制定

▶「高齢者移動手段確保事業」の実証実験の実施

今後の取組と課題
▶�依然として物価高騰が家計を圧迫している状況を踏まえて町民が安心
して生活が送れるよう迅速かつ効果的な物価高騰対策を引き続き検討
していく

町民窓口課
成　果

▶�窓口における町民の利便性向上の為各種手
数料のキャッシュレス決済の導入

今後の取組と課題
▶�書かない窓口・キャッシュレス決済推進し、
町民の利便性向上に向け取組む

▶�引き続きいきいき健康課・厚生連と連携し、
生活習慣病による重症化予防、高齢者の健
康維持のため後期高齢者特定検診の受診に
向け取組む

都市整備課
成　果

▶�木造住宅耐震診断事業の実施にて家屋・ブ
ロック塀の改善・倒壊対策補助金の交付
▶�公園・町道街路樹、緑地帯管理により景観
形成等の維持を行った
▶所有者不明土地建物の解消

今後の取組と課題
▶�近年大規模地震が想定される中、耐震改修
の重要性や補助制度の周知を行い、耐震化
対策の推進を図る
▶�施設の老朽化、経年劣化に伴う修繕につい
て年次計画により取組む

ふるさと納税推進課
成　果

▶�効果的な広告事業を行うなど、積極的に取り組みを推進し、寄附額
が過去最高となる（7億7088万円）

▶�新たにネーミングライツ制度の創設、押原公園の募集の開始

情報施設課
成　果

▶中央公民館解体工事及び倉庫移設工事の実施

今後の取組と課題
▶�子育て支援センター整備事業に関して、子育て
支援課と共同でより良い整備に向けて取組む
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昭和町議会では、議会モニターのみなさんに議会だよりに関してのアンケートへご協力をいただいています。今回は、「議会
だより しょうわNo.210について、議会モニターのみなさんから頂いた貴重なご意見等をいくつかご紹介させていただきます。

議会だよりしょうわNo.210について、こんな意見をいただきました。（要約掲載）

生成AI活用について
● 議会の「AI」に対する認識が分かりましたので今後も継続して「AI」の取り組み方を学び研究を行ってください。
● �AIが普段の生活において欠かせないものとなりつつある中、町の方でも勉強会等を行うなど素晴らしい活動だ
と感じた。子どもを持つ親としては、子どもたちが全てを鵜呑みにして、間違ったことに活用してしまうのが一番
の気がかりである。

一般質問について
● �植竹議員、保坂議員が災害・防災に関する質問されたことは８月号広報のトップ記事と関連して良いタイミング
でした。

● 防災計画の町民への参加を図っていくことは重要だと感じた。
● 一般質問の内容を動画配信などしても需要があると思われる。

議会トピックス
● �町民温水プールについて健康意識が高まる昨今、ジュニアからシニアまで健康づくりに適した施設だと思う。

その他
● �QRコードによる会議録で再質問に対する担当課長の現場実務者の具体的な回答も載せてほしい。
● �コミュニティバス実証実験について、４つのルートを1台のバスで実証するには時間がかかりすぎてしまうのでは
ないか。
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昭和町は山間地域がなく、インフラも整備されて
おり、商業施設や医療、教育環境も充実しています。
そのため、不便さを感じることのない住みよい町で
あることを、今回改めて実感しました。

昭和町に住み始めた頃には、地域の皆さんから
温かく迎えていただき、一緒にさまざまな地域行事
やイベントに参加し楽しめる仲間に恵まれたことに
感謝しています。

生活支援の面では、住民主体の支え合い活動に
取り組む有志の方々が活躍されていると伺っていま
す。町民同士のふれあいと助け合いに満ちた、温か
な町だと感じています。

近年は住宅地の整備が進み、活気あふれる町と
なっていますが、町のキャッチフレーズにもある「緑」
を、さらに有効に活用していただきたいと思っていま
す。

これからも、緑豊かでゆとりのある住環境を整え
ることで、子どもたちが大人になっても住み続けたい
と思える町であり続けることを願っています。

上河東区

伊
い

藤
とう

  真
ま

咲
さき

さん

西条二区

佐
さ の

野  功功
こうめいこうめい

名さん

私が昭和町に移り住んだのは今から約半世紀前
でした。 大学を卒業し就職する機会に以前から父
親と一緒に幾つかの候補地を見学しておりました。
その中で最も条件に合った場所が現住の西条地区
でした。当時はまだ人口は九千人未満の小さな町で
のどかな田園地帯が広がり商工業は甲府市に集中し
ていました。その後・高速道路の開通やエ業団地
の開業、更に大型商業施設の開業など昭和町は目覚
ましい勢いで発展してきました。現在の恵まれた環
境を築いて来られた諸先輩の皆様には感謝の念で
一杯です。

私は現在、長年勤めた会社を定年退職し高齢者
の仲間入りとなりました。この半世紀を振り返り後悔
する事は、会社勤めをしている期間に地元自治会や
町の行事に参加出来なかった事です。もっと早く皆
さんと知り合いになっていたら私の人生はもっと巾の
広い充実したものになっていた事でしょう。今は余暇
を活用し、自治会活動や趣味のゴルフ、カラオケ、山
歩き、畑仕事など、シニアライフを満喫しています。

昭和町に移住して来た皆さんは、若いうちから地
域の仲間に溶け込み人脈を広げて下さい。きっと充
実した楽しい世界が開けます。
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